
事業事前評価表 

 

国際協力機構人間開発部保健第 2グループ保健第四課 

１．案件名                                                 

 国 名：パラグアイ共和国 

 案件名：プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト 

Project for Strengthening Primary Health Care System 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における保健セクターの現状と課題 

 パラグアイにおいては、5 歳未満児死亡率は出生 1,000 対 23（南米平均 18）、

妊産婦死亡率は出生 10 万対 95（南米平均 66）と、南米の中でも高くなってい

る（WHOSIS 2009年）。要因としては、未熟な保健医療行政、医療従事者の技術・

知識不足、インフラ・医薬品不足、医療施設へのアクセス問題（医療機関まで

の移動手段の確保、貧困による医療費負担）等が挙げられる。 

これに対して、2008 年 8 月に誕生したルゴ政権は、保健医療政策「生活の質

と平等な健康に向けた公共政策（Políticas Públicas para la Calidad de Vida 

y Salud con Equidad）」の中で、第一次保健医療サービスへのアクセス改善を

優先政策の一つとして掲げた。これを受け、厚生省はプライマリーヘルスケア

（以下 PHC）総局を設置し、「家庭保健」の概念に基づき、地域の予防と治療を

包括的に行う PHC の強化に取り組んでいる。具体的には、貧困地域に人口 3500

人から 5,000人に 1か所の割合で医師、看護師、助産師、保健推進員 1からなる

家庭保健ユニット（Unidades de Salud de la Familia：USF）を設置し、この

USFを中心に地域の保健医療サービス改善を図っている。 

しかしながら、①PHC 実施のための規程やプロトコル・マニュアル、県レベル

での実施体制が整備されていない、②USF の人材への教育・訓練が十分ではない、

③USF と地域病院等を含めた保健医療サービス機関の中で救急対応やレファラ

ルを含めた連携を行うための仕組みが整備されていない、等の課題がある。 

このような状況を総合的に改善するために、パラグアイはカグアス県を対象

として、USFによって提供される地域保健サービスの実証及び強化を目的に、我

が国に支援の要請を行なった。 

 これに対し、JICA は、2001 年から 2006 年まで実施した「南部看護・助産継

続教育強化プロジェクト」や、2008年から 2011年まで実施した「看護・助産継

1 地域住民が健康相談、健康教育、健康診査等に対して適切な情報提供を受け、疾病予防や

機能回復訓練、心の健康づくりなどの総合的な保健医療サービスが受けられるよう地域と

行政をつなぐパイプ役的役割を担う。 

技プロ用 
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続教育強化プロジェクト」において確認された「看護・助産人材への継続教育

研修体制づくりの重要性」の経験から、本案件では、過去の案件で設立された

国立看護・助産継続教育センター（INEPEO）や、育成された継続教育研修指導

者と連携し、USFの人材の能力強化を目指す予定である。 

また、保健医療サービス機関間の連携（レファラル/カウンターレファラルを

含む）については、PHC体制の強化に向け既存の実施体制を見直し、必要に応じ

て規則の改訂など行うよう働きかけを行う。また、各保健医療サービス機関及

びそれらの活動を総括する県衛生局の運営能力強化を図り、適切に保健医療サ

ービス機関や USFの活動のモニタリングが行えるよう働きかけを行う。 

 

（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

 パラグアイ厚生省の保健政策「生活の質と平等な健康に向けた公共政策」で

は、保健政策における方針として、国民が健康を享受する権利（保健医療サー

ビスを受ける権利）を保障するための法的枠組みの確立、貧困削減、ニーズの

高い層に焦点を絞った政策・プログラム、PHCの実施、市民参加の促進を挙げて

いる。本事業は、このうちの PHC の実施を直接支援するものであり、パラグア

イの保健政策に合致している。 

 

（3）保健セクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

我が国の「対パラグアイ事業展開計画」では、援助重点分野として、「貧困対

策」、「持続的経済開発」、「ガバナンス」の３点を挙げている。「貧困対策」にお

いては、「社会サービスの充実」と「貧困層の生計向上」の２つの開発課題が設

定されており、「社会サービスの充実」については、3つのプログラム（「保健医

療改善」、「基礎教育拡充支援」、「障害者支援」）のもとで実施している。本案件

は「保健医療改善」プログラムに位置付けられており、地方部の保健医療サー

ビスの改善を目指すものである。 

 

 

保健セクターに対する JICAの援助実績 

① 技術協力プロジェクト 

「南部看護・助産継続教育強化プロジェクト」（2001年～2006年） 

パラグアイ南部 4県（カアサパ、イタプア県、ミシオネス県、ニエンブク県）

における看護・助産人材の継続教育研修のモデルを確立し、全国レベルでの看

護・助産継続教育のシステムづくりに向けた取り組み（INEPEO の設立、研修教

材・カリキュラム作成等）を実施した。 
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「看護・助産継続教育強化プロジェクト」（2008年～2011年） 

上述の南部看護・助産継続教育強化プロジェクト（前プロジェクト）でモデ

ルとして確立された小児・母子領域に関する看護・助産人材への継続教育研修

を 12県（前プロジェクトの 4県を含む）で実施し、研修モニタリング・評価方

法を確立・実施した。また、自立発展に向け、人材（研修指導者の育成）、予算・

組織作り（地方での継続教育研修実施に係る資金確保のため、地方運営委員会

を発足等）の確保と、基礎看護学と地域看護学の 2 領域に関する研修教材作成

を実施した。 

 

② 無償資金協力 

「国立アスンシオン大学病院移転・整備計画」（2006年～2009年） 

同大学病院の管理・外来診療棟、検査・画像診断棟、救急診療・ICU棟、機械

棟の建設及び各施設への医療機材の供与（内視鏡、透視撮影 X 線機材、滅菌器

等）を実施した。 

 

③ 青年海外協力隊派遣 

看護師・保健師等の協力隊員派遣を実施している。 

 

（4）他の援助機関の対応 

 PHC に関連する分野では、WHO が PHC、小児疾患統合管理（IMCI）の普及に関

して政策面で支援しているほか、UNICEFが IMCI、栄養改善、水・衛生予防に関

する支援、EU と韓国（KOICA）が USF の活動拠点であるヘルスポスト建設支援、

米国（USAID）が NGOを通じた保健の地方分権化支援等を実施している。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

 本事業は、パラグアイ東部に位置するカアグアス県 2において、1）USFを始め

とする全ての保健医療サービスにおける PHC 活動の体制の明確化、2）USF の活

動地域における保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理能力の向上、3）

2 カアグアス県は、5歳未満児死亡率、妊産婦死亡率等の指標はパラグアイ全国平均に近く、

また首都アスンシオンから県庁所在地コロネルオビエドまで車で 3時間程度とアクセスも

比較的よいため、PHC 体制を確立するためのパイロット地域としては適切であると言える。

一方で、先住民地域が多く、これら地域の保健状況は劣悪で、PHC拡充に対するニーズは高

い。他援助機関による援助は北部が中心で、カアグアス県に対する他援助機関からの支援

は多くない。また、コロネルオビエドは、パラグアイの幹線道路が交わる地点となってい

ることから、厚生省 SEME(院外医療救急サービス)では救急体制網確立のうえでの重要拠点

ととらえている。 
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USF の能力の向上、4）県レベルにおける救急連絡体制の確立を通じ、USF を核

とした保健医療サービス体制を整備することを図り、もって母子保健水準の向

上に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 カアグアス県（第 5衛生行政区） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

 厚生省における PHC 活動に関連する職員（PHC 総局職員約 15 名）及びカアグ

アス県の医師・看護師・助産師等の保健医療サービス従事者（約 800名） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

 2011年 12月～2015年 11月（計 48ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

 約 3.0億円 

 

（6）相手国側実施機関 

 厚生省 PHC総局、カアグアス県衛生局 

 

（7） 投入（インプット） 

1） 日本側 

① 長期専門家派遣 

・チーフアドバイザー：プロジェクトのリーダー的役割を果たす。具体

的にはプロジェクト全体の活動・成果の厚生省や県衛生局へのフィード

バック、またこれら関係機関との協議を踏まえ、プロジェクトの協力計

画の総括を行う。 

・地域保健：成果 1～4に資する活動を行う。具体的には対象県における

保健医療サービス機関の運営管理能力に関する活動を行う。 

・業務調整：チーフアドバイザーらプロジェクト関係者の意見を確認し

つつプロジェクト活動全体の調整を行う。 

② 短期専門家派遣 

・看護教育：成果 3 に資する活動を行う。具体的には看護・助産の質の

向上を図るために、看護・助産人材への継続教育に関する指導、実習指

導者の能力強化を中心に指導を行う。 

・公衆衛生：成果 2～4に資する活動を行う。具体的には医師への継続教
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育に関する指導、地域保健計画に関する指導を行う、等。 

②研修員受入：本邦研修、第三国研修 

③機材供与：PHC関連基本医療機材（母子保健、救急関連等）、車両、等 

 

2）パラグアイ側 

 ①カウンターパートの配置 3 

 ②プロジェクト事務所スペースの提供 

 ③事務所維持経費、等 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイ

ドライン」（2010年 4月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限で

あると判断されるため。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

本事業は、貧困地域の特に母子を対象としたものであるため、ジェンダー

平等推進および貧困削減に資するものである。 

3)その他 

特になし。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

「看護・助産継続教育強化プロジェクト」（2008年～2011年）は、INEPEOを協

力機関として、看護師・助産師の継続教育のための体制づくりを目指し実施さ

れた。その結果、地方の看護師・助産師の技術とモチベーションが向上し、継

続教育を実施する研修指導者が育成された。本案件では、INEPEO 及び地方の研

修指導者と、看護・助産人材に対する継続教育カリキュラム作成及び研修実施

3 パラグアイ側の主要責任者は次の通り。 

1)プロジェクト・ダイレクター：厚生省次官 

プロジェクトの管理・実施の全体的な責任を負う。 

2)プロジェクト・マネージャー：厚生省 PHC総局長 

中央におけるプロジェクトの運営・技術的な事項の責任を負う。 

3)リージョナル・マネージャー：カアグアス県衛生局長 

対象地域におけるプロジェクトの運営・技術的な事項の責任を負う。 
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等で連携を図り、USFの能力強化を目指す予定である。 

 また、本案件対象県であるカアグアス県の小規模医療機関に派遣される青年

海外協力隊（看護師、保健師等）と PHC 活動について随時の情報共有や協力を

図り、県以下での相乗的な効果発現と現場からのフィードバックを促進する。 

 なお、上述の我が国の対パラグアイ協力における「保健医療改善」プログラ

ムの中に位置付けられている無償資金協力「アルトパラナ県 PHC ネットワーク

強化計画」が今後採択となれば、USFのレファラル先として想定される隣県アル

トパラナ県の地域病院や地区病院の機能強化を目的として実施されるため、本

件との相乗効果が期待される。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 EU と KOICA がヘルスポスト等 PHC 関連のインフラ整備支援を行っている。本

事業は、保健医療サービス体制強化というソフト面での協力であり、上述ハー

ドの協力との相乗効果が期待できる。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標：プロジェクト対象地域において、母子保健水準が向上する。 

 指標：1. 第 5衛生行政区で妊産婦死亡率が出生 10万対ｘｘに減少する。 

     2．第 5 衛生行政区で 5 歳未満児死亡率が出生 1,000 対ｘｘに減少す

る。 

※ 指標数（ｘｘ）はプロジェクト開始後のベースライン調査を通じ策定する。

以下の記載においても同様。 

 

2）プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において、USF を核とした保健医

療サービス体制が整備される。 

 指標： １．プロジェクト対象地域において、4回以上の妊婦健診を受けた妊

産婦がｘｘ（％）に増加する。 

     ２．プロジェクト対象地域において、施設分娩数がｘｘに増加する。 

     ３．プロジェクト対象地域において、5歳未満児健診の数がｘｘに増

加する。 

     ４．期限どおりに提出される USFの報告書の数。 

     ５．プロジェクト対象地域において、USFにおいて特定・コントロー

 6 



ルされている生活習慣病の数 

     ６．プロジェクト対象地域において、全ての保健医療サービス機関

でワクチン接種数が増加する。 

 

3）成果及び活動 

成果１：厚生省において、保健医療サービス（USFを含む）における PHC体制が

明確にされる。 

（指標） 

1-1 USFのマニュアル 4が見直され、厚生省の省令で承認される。 

1-2 保健医療サービス統合ネットワーク（RISS）5にかかる文書もしくはマニ

ュアルが公式に承認される。 

1-3 周辺県に対する研修への参加者数と参加県の数。 

（活動） 

1-1 第 5衛生行政区における保健医療サービスに係るベースライン調査を行

う。 

1-2 既存の規則等を見直し、PHC戦略に係るRISSの責任・役割分担を決定し、

既存の規程について必要に応じ改訂を行う。 

1-3 USFの活動内容と PHC体制の構築に向けた実施体制をレビューし、必要

に応じ改訂する。 

1-4 周辺県に対しプロジェクトの成果を普及する研修を行う。 

 

成果２：USFの活動地域で、保健医療サービス機関及び行政機関の運営管理能力

が向上する。 

（指標） 

2-1 PHCに係るプロトコルが策定され厚生省で省令にて承認される。 

2-2 県レベルにおいて保健政策・年間計画・資金計画が策定される。 

2-3 県衛生局に導入される保健医療サービス活動モニタリングシートが厚

4 厚生省は、USFの役割や機能、設置基準、勤務規程等を定めた「USFマニュアル（Manual 

de Funcionamiento de las Unidades de Salud de la Familia）」を 2010年 9月に策定し

た。ただし、本マニュアルは、USF の役割や機能の概要をまとめたものであり、妊産婦ケア

や住民教育等に関する具体的な手順をまとめたものは現時点では存在しておらず、厚生省

ではこれらの点を含め同マニュアルを改訂する必要があると考えている。 
5 特定の地域内（県衛生行政区レベル）に位置する医療施設間の総合的なネットワークのこ

と。西語では、Red Integrada de Servicios de Salud (RISS)。 

 7 

                                                   



生省において公式なものになる。 

2-4 県衛生局においてチェックリストに基づいてｘｘか月に１回モニタリ

ングが実施される。 

（活動） 

2-1 USFの活動に係るプロトコル・マニュアル等を整備する。 

2-2 状況に応じ医療審議会 6と協力して地域保健に関する戦略計画、年間活

動計画及び資金計画の策定を促進する。 

2-3 PHCサービスの強化に係る機材を整備する。 

2-4 整備されたプロトコル・マニュアル及び年間活動計画に沿って PHCサー

ビスの実施を促進する。 

2-5 予防措置をとるための死亡症例検討会を組織化する。 

2-6 第５衛生行政区の USFの活動に関するモニタリングを実施する。 

 

成果３：USFの能力が向上する。 

（指標） 

3-1 継続研修計画が策定される。 

3-2 継続研修マニュアル・教材が作成され、厚生省において承認される。 

3-3 研修受講者の理解度（チェックリスト）。 

（活動） 

3-1 継続的な研修調整委員会 7を構築する。 

3-2 第 5衛生行政区の PHCに係る保健人材（USFを構成する医師・看護師・

助産師・保健推進員）の研修プログラムを策定する 。 

3-3 研修プログラム実施のためのマニュアル・教材を作成する。 

3-4 研修を実施する。 

3-5 研修のモニタリング・評価・フィードバックを行う。 

 

成果４：県レベルにおける救急連絡体制が確立される。 

6 1997年、地方自治体と厚生省との分権化協定の締結によって発足した組織である。厚生

省および地方自治体から、担当地域の保健医療サービス改善のための予算を受け取り、予

算計画の策定、執行、及びモニタリングを行う。審議会メンバーは、自治体の長や職員、

医療機関関係者、コミュニティの代表者等。 
7 厚生省では、人材総局、INS（国立保健院）、INEPEO等、保健医療人材育成に関し複数機

関が取組んでいる。本研修調整委員会では、効率的・効果的な研修実施に向け、各研修の

スケジュールや内容について関係機関間で調整を行う。 
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（指標） 

4-1 プロトコルに沿ったレファラル/カウンターレファラルシートの数が月

ｘｘに増加する。（定型フォームを使用したレファラル/カウンターレファラ

ルに関する情報管理の徹底化） 

4-2 プロトコルに沿ったレファラル/カウンターレファラル数が月ｘｘに増

加する。（レファラル/カウンターレファラル実施徹底化） 

（活動） 

4-1 救急連絡体制を整備する。 

4-2 救急連絡体制構築に必要な機材を補充する。 

4-3 救急連絡体制の運用に係る人材を育成する。 

4-4 モニタリングを行い、必要に応じ救急連絡体制の見直しを行う。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・JICAでは、パラグアイに対するテリトリアル・アプローチ 8に基づく分析によ

り、本案件対象県であるカアグアス県は集中的に事業展開する重点地域の一つ

としている。なお、カアグアス県は、5歳未満児死亡率、妊産婦死亡率等の指標

はパラグアイ全国平均に近く、また首都アスンシオンから県庁所在地コロネル

オビエドまで車で 3時間程度とアクセスも比較的よいため、PHC体制を確立する

ためのパイロット地域としては適切であると言える。一方で、先住民地域が多

く、これら地域の保健状況は劣悪で、PHC拡充に対するニーズは高い。他援助機

関による援助は北部が中心で、カアグアス県に対する他援助機関からの支援は

多くない。また、コロネルオビエドは、パラグアイの幹線道路が交わる地点と

なっていることから、厚生省 SEME(院外医療救急サービス)では救急体制網確立

のうえでの重要拠点ととらえている。 

・指標の目標値については、ベースライン調査の結果に基づきプロジェクト開

始後半年程度を目途に設定する。 

・多岐にわたる保健医療関連機関 9の調整を適切に行う。 

・救急体制の整備（成果 4）にあたっては、厚生省がカアグアス県（本案件対象

8 開発のターゲットをセクター単位ではなく類似性を有する地域単位として捉え、課題の解

決はその地域に存在する官民双方のアクターの間で共通の目的意識を醸成し、課題解決の

ための体制を構築した上で、資源を最大限に有効活用しながらセクター横断的に対処して

いくアプローチ。 
9 厚生省 PHC総局、カアグアス県衛生局のほか、厚生省サービス総局、企画総局、情報総局、

人材総局、SEME(院外医療救急サービス)、INS(国立保健院)、INEPEO等が挙げられる 
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県）に隣接するグァイラ県で実施しているパイロットプロジェクト 10との連携を

図る。 

・本プロジェクトにおけるアウトプットは、互いに関連性が高く、プロジェ

クト目標である「USFを核とした地域の保健医療サービス体制整備」を達成する

のに有効で、不可欠なものとなっている。地域の保健医療サービス体制整備を

行うため、まずは厚生省中央において PHC活動体制の見直し・明確化を図る（成

果 1）。そして、県レベルにおける PHC運営管理体制の強化を図る計画である（成

果 2）。また、PHC活動の中心的役割を担う USFの人材育成を行う（成果 3）だけ

でなく、保健医療サービス機関間のレファラル/カウンターレファラル体制強化

（成果 4）を図ることで、地域全体の保健医療サービス向上を目指す。 

  

（2）その他インパクト 

 PHCに関する規定、プロトコル・マニュアル類の整備にあたっては、関連機関

から広く意見を求めこれを反映してより適切性・汎用性のあるものとするため、

近隣県に対して普及研修を行う。この過程で近隣県にもプロジェクトの成果が

波及することが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）想定されるリスクとその対応 

地方での活動を中心としたプロジェクトでは、プロジェクト終了後、当該地

域内だけで成果の発現が留まる危険性がある。本プロジェクトでは、中央と地

方の両レベルで合同調整委員会を設置し、地方の委員会には厚生本省もメンバ

ーとして参画させることで、地方と中央との連携を図る予定である。これによ

り、地方のプロジェクト成果の中央レベルでの共有・政策への反映を促すこと

ができ、プロジェクト終了後の本件成果の他地域への展開・普及の道筋を明ら

かにする狙いである。 

（2）事業実施のための前提 

・厚生省と県衛生局の予算が確保される。 

10 厚生省には、24時間体制で救急サービスを統括し救急対応に関連する各機関の調整を行

う部門として、院外医療救急サービス（Servicio de Emergencias Médicas 

Extrahospitararias: SEME）がある。SEME では、アスンシオン、セントラル、グァイラの

3県で救急対応体制の仕組みを作る取組みをパイロットベースで実施しており、成果を見な

がら全国展開していく予定である。このパイロット事業では、USFとの調整を行う緊急対応

管理センター（Centro de Regulación）を立ち上げ、機材・技術などを提供し、救急時の

対応を円滑・適切に行うことを目指している。 
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・PHCに係る実施体制が変更されない。 

（3）成果達成のための外部条件 

・研修を受けた人材が PHCに関わり続ける。 

（4）プロジェクト目標達成のための外部条件 

特になし。 

（5）上位目標達成のための外部条件 

・PHCに係る政策が変更されない。 

・住民の経済環境が大幅に悪化しない。 

  

６．評価結果                                                

本事業は、パラグアイの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致

しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

（1）ザンビア共和国「ルサカ市プライマリーヘルスケアプロジェクト（フェー

ズ２）」（2002年～2007年）終了時評価調査からの教訓 

「多くのステークホルダーの参加を得たタスクフォースやワーキンググループ、

委員会等を設置し、参加型かつ透明性の高い意思決定を徹底したことは、コミ

ュニティでの活動を通じて得た知見を、国家及び地方保健政策に反映させる上

で効果的であった」 

 この教訓より、本プロジェクトでは、中央レベルにおける合同調整委員会は、

厚生省の関係部局のほか、INS、INEPEO、カアグアス県衛生局、WHO 等がメンバ

ーになる。また、地方レベルでも地域委員会を組織し、カアグアス県衛生局を

はじめ、カアグアスの保健医療機関の関係者により構成される。また、地方と

中央の連携が重要であることから、厚生本省の PHC 総局も地域委員会のメンバ

ーとする。 

 

（2）ニカラグア共和国「グラナダ地域保健強化プロジェクト」（2000 年～2004

年）終了時評価調査からの教訓 

「ニカラグア政府は地方分権をめざしているが、保健省（MINSA）が地方レベル

に及ぼす影響はいまだ大きい。県をプロジェクトサイトにした場合でも、MINSA 

に日本人専門家を配置することで、更に効率的・効果的なプロジェクトの展開

とプロジェクトの経験を MINSA に反映させることが可能だった」 
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 ニカラグアと同じく地方分権化を推進するパラグアイでも、本プロジェクト

の円滑な実施及びプロジェクト成果についての中央レベルでの共有や政策への

反映のために中央と地方の連携が重要であり、プロジェクト事務所を中央と地

方に設置し、両事務所に専門家を配置する予定である。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

 

以 上 
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